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近年，土木構造物は性能照査型設計の過渡期を迎えるとともに，笹子トンネル天井板崩落事故で課題

とされた接合部の維持管理方法の見直しが求められている。そこで，孔あき鋼板ジベル（PBL）に着目

し，大変形解析が容易である SPH 法（粒子法）による PBL の影響要因について検討した。具体的には，

動的問題を主体とした時間に依存した手法である SPH 法の計算時間の浪費に対する改良を行い，ジベ

ル孔の配置に関する実験・解析を実施した。 

 

   
１．はじめに 
近年，土木構造物は性能照査型設計の過渡期

を迎えるとともに，笹子トンネル天井板崩落事

故で課題とされた接合部の維持管理方法の見直

しが求められている。また設計時に想定してい

ない破壊事象が接合部で生じるケースも既往の

研究から確認されている 1), 2)．そこで，複合構

造のずれ止めとして橋梁だけでなく地下構造物

にも近年適用されている孔あき鋼板ジベル（以

下，PBL と称す）に着目した．有孔鋼板にコン

クリートを充填させて鉄筋を貫通させることで，

高いせん断抵抗が得られることが PBL の特徴

として挙げられる。PBL に関する既往の研究で

は孔径，貫通鉄筋の有無，材料強度，底面摩擦

などにより，耐荷力が変化することが数多くの

押抜き試験から確認されており，それらのパラ

メータに基づく有用な設計式を提案されている
3), 4), 5)．しかし，これらの設計式は孔内部のコン

クリートが先行破壊することを前提とした孔の

設計耐荷力で，適用範囲がそれぞれ限定されて

いる。また有孔鋼板周辺のコンクリートが限定

される場合には，孔の設計耐荷力に達するまで

に周辺コンクリートに割裂によるひび割れが生

じて終局耐力に至るケースも報告されている。 

一方，PBL に関する解析的研究に関しては，

PBL 全体を実験に基づくバネモデルに置換し

た解析などは実施されているものの，PBL 接合

部を局所的にモデル化して解析を実施している

既往の研究は実験に比べて少ないのが現状であ

る。PBL の破壊性状では，孔内部のコンクリー

トが二面せん断破壊する事象が一般的で，有孔

鋼板周辺のコンクリートと分離する破壊が生じ

る。固体問題に対する解析手法として，昔から

幅広い分野で適用されており，固体問題の解析

精度が保証されている有限要素法（以下，FEM
と称す）が代表的である。しかし，FEM は要素

間の結合と形状関数による変位場の内挿を前提

に定式化された手法であるため，分離するよう

な現象には本質的にあまり適していないことも

PBL に関する既往の解析的研究が少ない理由

の 1 つとして考えられる。著者らは，一般的な

FEM と流体分野や航空宇宙の分野で使用され

てきたフリーメッシュ法である粒子法（以下，

SPH 法と称す）を用いて，PBL の耐荷性能評

価に関する研究をこれまで実施してきた 6),7)。そ

の結果，PBL への適用に対する SPH 法の有用

性が認められた。しかし，SPH 法は動的問題を

主体とした時間に依存した手法であるため，よ

り静的な解析を実施するためには多大な計算時

間を要するとともに，粒子数の問題により解析

対象が限定される。そのため，SPH 法を用いて

任意の PBL 接合部の静的解析を現実的な時間

で評価するための改良・工夫が必要と思われる。 
以上の背景を踏まえて，本研究では解析時間

に関する SPH 法の改良を行うと同時に，ジベ

ル孔の配列方向と自由端からの縁端距離に関す

る実験を実施した。具体的には，有孔鋼板周辺

のモルタル寸法は変えず荷重方向に対する孔の

配列方向や自由端からの縁端距離を変化させた

PBL の押抜きせん断試験を行った。最後に，改

良した SPH 法による実験のシミュレーション

を行い、実験結果と比較・考察した上で PBL 接

合部の耐荷性能に与える影響について検討した。 
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２．有孔鋼板周辺コンクリートの要因効果に関す

る実験 
2.1 実験概要 
本実験では荷重方向に対するジベル孔の配列

方向や自由端からの縁端距離が PBL 接合部の

耐荷性能に与える影響について把握することを

目的とし，図－1 に示す方法で PBL の押抜きせ

ん断試験を実施した。本実験では門型フレーム

にロードセル（最大 50tf）と油圧ジャッキ（最

大 50tf）を取り付け，変位制御（速度：

0.056mm/s）することで静的押抜きせん断試験

とした。なお，有孔鋼板の変位は事前解析によ

り鋼板が降伏しないことを前提に，変位計を鋼

板底面に配置することで計測した。さらに，L
型鋼板と鋼板の偏心防止用ガイドレールを供試

体周りに配置することで，供試体の移動および

載荷による鋼板の偏心を抑制した。またこれら

と供試体間にグリースを塗布することによって

摩擦を除去した。 
 

500kN
ジャッキ

供試体

ずれ防止用L型鋼板

落下防止用鋼板

変位計

反力用鋼板

500kN
ロードセル

土台

 

図－1 PBL の静的押抜き試験方法 
 
2.2 供試体概要 
本実験では粗骨材が PBL の耐荷性能に与え

る影響を除すため，モルタルによる PBL 供試体

を作製した。ジベル孔に対する影響を把握する

ため，供試体は有孔鋼板をモルタル母材 2 つで

挟んだ形状となっており，ジベル孔のみで結合

した試験体である。鋼板の寸法は幅 330mm，

高さ 390mm，厚み 16mm で直径 30mm のジベ

ル孔を有している。一方，モルタル 1 つの寸法

は幅 330mm，高さ 330mm，奥行き 204mm で

ある。なお，有孔鋼板とモルタル間はグリース

を塗布することで付着を除去した。各種材料試

験から求めた各材料諸元を表－1 に示す。 
 次に，ジベル孔の配置パターンを図－2 に示

す。Case1,2 ではジベル孔のモルタルからの縁

端距離が異なっており，Case3,4 では載荷方向 

表－1 材料定数 
 モルタル 鋼板 SS400

弾性係数

(kN/mm2)
18.9 200 

降伏強度

(N/mm2) 

－ 
（圧縮強

度:24.1） 
305 

引張強度

(N/mm2) 
2.1 445 

ポアソン比 0.2 0.3 
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図－2 ジベル孔の配置パターン（鋼板表示） 
 
に対してジベル孔の配列方向が異なるケースと

なっている。これら各ケースで 3 体ごと供試体

を準備した。 
 
2.3 試験結果 
 まず，自由端からジベル孔までの縁端距離が

PBL の耐荷性能に与える影響について把握す

るため，Case1 と 2 における鋼板に生じる荷重

－変位の関係を図－3 に示す。なお，これらは

載荷試験前に破壊した供試体が存在したため，

各供試体は 2 種類となっている。これらの図か

ら，(a)の Case1 では荷重の立ち上がりに関して

は 1 回目と 2 回目で異なってはいるものの，最

大荷重およびその後の荷重の低下に関しては概

ね同様であることが確認できる。一方で，Case2
では 1 回目と 2 回目で明らかに異なる波形が得
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(a) Case1 
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(b) Case2 
図－3 自由端からの縁端距離による影響 

 
られていることが分かる。これは 1 回目の供試

体はモルタルを打設する際に有孔鋼板が底面に

対して垂直に入っておらず，少し傾いていたこ

とが原因と思われる。一方で，2 回目の供試体

では載荷する際に鋼板が偏心することで鋼板と

ガイドレール間に摩擦が生じて荷重がCase1に

比べて高くなったと考えられる。以上の事から，

Case2 においては再度試験方法も含めて検討し

直す必要があることが認められた。 
 次に，載荷方向に対するジベル孔の配列方向

の影響についてCase3とCase4で比較したもの

を図－4 に示す。これらの図より，(a)の Case3
では全ケースで概ね最大荷重 6kN 程度に達し

て荷重がなだらかに低下しているのに対し，(b)
の Case4 では 2 回目のケースの除き，最大荷重

6kN 程度に達した後，急速に荷重が低下して再

度荷重が増加していることが確認できる。これ

は載荷方向に対して縦にジベル孔を配列させた

Case3 では上段のジベル孔から鋼板の力が伝達

していくため，ジベル孔のせん断破壊が生じる

時期が各段で異なり，ジベル孔とモルタル母材

間で摩擦力が発生するために荷重がなだらかに

減少するものと考えられる。一方で，載荷方向

に対して並列にジベル孔を配置したCase4では， 
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(a) Case3 
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(b) Case4 
図－4 ジベル孔の配列方向による影響 

 
まず各ジベル孔のせん断破壊が同時に起きるた

めに荷重が一旦急速に低下し，その後摩擦が生

じることで荷重が増加したものと思われる。(b)
の 2 回目に関しては，モルタル周辺の治具によ

る拘束圧が他のケースと比較して高かった事が

原因で，他のケースと異なる PBL の耐荷性能が

得られたものと思われる。また，ジベル孔 1 個

の Case1 と Case3,4 を比較すると，Case1 では

最大荷重平均が約 3.2kNに対してジベル孔 3個

のCase3,4では約 6.3kNと概ね 2倍程度の荷重

しか得られておらず，設計では PBL の耐力がジ

ベル孔数に比例する設計とは異なる結果が得ら

れていることが認められる。この原因として，

本実験では有孔鋼板およびモルタルの寸法は一

切変えずに，ジベル孔数のみを変えているため，

供試体を固定していた治具に生じる力がジベル

孔数 1 個と 3 個の場合で明らかに異なっている

ことが挙げられる。つまり，複数個のジベル孔

を有する PBL の場合には 1 個当たりの PBL の

荷重を得るために，ジベル孔数に合わせて鋼板

やモルタル母材の寸法を変化させることが重要

であると思われる。 
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３．SPH 法による解析 
3.1 SPH 法の概要 
 SPH 法は，粒子により物体を離散化するため，

解析初期に設定した粒子間の結合条件を修正す

ることで，粒子間の相互作用を制御でき，分離

やすべりなどの大変形解析が有限要素法に比べ

て容易である。SPH 法は各粒子の未知物理量を，

式(1)に示す Kernel 関数による重み付き平均を

用いて評価する。 
 

      ','' dxhxxWxfxf             (1) 

 

ここに，  xf ：任意の未知物理量，  hxxW ,' ：

Kernel 関数， h：影響半径， x：評価対象の粒

子座標， 'x ：評価対象以外の粒子座標である。

なお，Kernel 関数W には Spline 関数を適用し

た．SPH 法では，評価対象粒子から影響半径 h
の領域積分を，影響半径内に存在する粒子の値

を合算することで近似を行う。SPH 法による近

似の概念について図－5 に示す。 
 

ｈ

ｘ‐ｘ’

 

図－5 SPH 法による近似の概念 
 
3.2 疑似的な静的解析 
(1) 解析概要 
 SPH 法はこれまで時間を扱う動的解析に特

化した離散化手法として使用されてきた。よっ

て，時間を無視できる静的問題に疑似的に近づ

けるためには，加速度の影響を小さくするため

に多大な解析時間を要する。 
そこで，動的解析の場合と同等の計算時間で，

疑似的静的問題を解決するための検討を実施し

た。具体的には，材料の密度を増加させるとと

もに，運動方程式から求められる粒子の加速度

を強制的に減少させることで，解析の時間増分

を大きくしても Courant 条件 8)（所定の条件を

満足するように，解析の時間増分を極めて小さ

くしなければならない）を満足できる簡易的な

方法を試みた。なお，密度の影響が他の物理量

に影響を与えて解析結果自体が変化しないよう

に配慮した。 
(2) 解析対象および材料特性 
 ここでは理論に基づく厳密解と比較を行うた

め，図－6 に示すような片持ち梁を解析対象と

した。対象とした梁は長軸方向に長さ 500mm，

はり高さおよび奥行き方向に 100mm とした片

持ち梁で，自由端上縁に荷重 600kN を作用させ

た。離散化に関して，粒子の直径を 10mm でモ

デル化した。本検討は(1)で述べたように疑似的

静的解析に対する SPH 法の妥当性の確認を目

的とし，表－2 に示す密度と時間増分を変化さ

せた 2 種類の解析ケースを実施した。なお，こ

れらの解析はまず理論値が存在する弾性解析を

行い，次に弾塑性解析による影響について 2 種

類の解析で比較した。荷重ケースを図－7 に示

す。各解析で解析時間が異なるため，弾性解析

では最大荷重 1.5kN，弾塑性解析では 600kN に

達するまでの時刻を解析時間の 1/10 と設定し

た。 
材料特性はヤング率を 2.06×105(N/mm2)，ポ

アソン比を 0.3 の鋼材と仮定しており，von 
Mises の降伏条件を適用した。弾塑性解析の場

合には硬化（初期剛性の 1/100）を仮定し，簡

易なバイリニア型の等方硬化則を適用した。 
 

：固定粒子 ：載荷粒子

荷重固定端

10
0

(mm)

X

Y

Z

XY

Z

 
図－6 解析モデル 

 
表－2 解析ケース 

 Case1 Case2 
密度(kg/m3) 7850 785000 
時間増分(s) 3.0E-7 3.0E-6 
解析時間(s) 0.1 1.0 

 
荷重(kN)

0 時間(s)
0.1

1.5

荷重(kN)

0 時間(s)
10.01 0.1

1.5

 
(a) Case1            (b) Case2 

図－7 荷重ケース（弾性解析の場合） 
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(b) Case2 
図－8 弾性解析による変位応答波形と理論値 

 
(3) 解析結果 
 まず，弾性解析による結果について載荷点側

における鉛直方向中央の粒子の変位応答波形と

理論値を各ケース別に図－8 に示す。なお，理

論値は片持ち梁の初等梁理論に基づいて算出し

た値である。これらの図より，Case1 と理論値

では約 8%，Case2 と理論値では約 4.4%の乖離

が見られたが，密度と時間増分ともに増加させ

ても解析精度の低下は生じていないことが認め

られた。次に，弾塑性解析における各ケースの

変位応答波形を図－9 に示す．これらの図から

も確認できるように，解析時間に対して 1/10 の

時間帯（Case1 では約 20ms，Case2 では約

200ms）で最大変位を迎えており，その値も両

者で約 30mm とほぼ等しい結果が得られてい

ることがわかる。さらに，各ケースにおいて入

力荷重の最大時（Case1 では 10ms，Case2 で

は 100ms）の片持ち梁の塑性状況を図－10 に

示す。なお，この図中には塑性判定した粒子を

赤色で表示している。これらの図より各ケース

で塑性領域を比較すると，塑性している粒子は

Case1 と 2 で多少異なるが，塑性領域は概ね一

致していることがわかる。 
 以上の結果から，密度と時間増分を増加させ 
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図－9 塑性解析による変位応答波形 
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(a) Case1 
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(b) Case2 

図－10 最大入力荷重時における塑性領域 
 

る簡易な方法を用いることで，時間短縮を考慮

した SPH 法による疑似静的極限解析の妥当性

が確認できた。 
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3.3 PBL を対象とした解析 
(1) 解析概要 
 ここでは，3.2 節で検討した SPH 法の疑似静

的極限解析を用いて2章のPBL押抜きシミュレ

ーションを実施した。試験体の概要は 2 章で示

しているので，割愛する。解析モデルについて，

対称性を考慮した 1/2 モデルとし，孔あき鋼板

およびジベル孔内部のモルタルの粒子直径は

2mm，その他のモルタル部材の直径は 6mm で

離散化を行った。荷重条件では鋼板上面粒子に

0.5mm/s の一定速度を与えることで鋼板を押し

抜いた。境界条件では，対称性を考慮した 1/2
モデルであるため，対称面上の粒子における対

称方向の変位を固定した。さらに実験の条件と

同様に，モルタル底面粒子の鉛直方向を固定し

た。なお，鋼板とモルタルの付着は実験と同様

に考慮していない。 
 
(2) 材料特性モデル 
 著者らは，既に PBL の破壊であるせん断破壊

と圧縮破壊が生じるモルタルの力学モデル 8)を

提案している。具体的には，静水圧に基づくパ

ラメータを設定することで，モルタルのせん断

破壊と圧縮破壊を適切に区分・評価できること

を確認している。モルタルの降伏条件には，図

－ 11 に 示 す 圧 力 依 存 性 を 考 慮 し た

Drucker-Prager モデルを適用し，PBL 孔内部

のモルタルの圧縮破壊を考慮するため，引張破

壊面と圧縮破壊面を個々に設けた。ここで， 1I は

静水圧， tI1 は引張強度から換算した静水圧， cI1
は体積塑性ひずみに依存した降伏関数， 2J は偏

差応力の 2 次不変量である。この提案モデルに

対して，圧縮破壊面における静水圧 cI1 や圧縮力

による剛性の低下，さらに圧縮軟化等を表現可

能な材料特性値を決定するため，既往の 3 軸圧

縮試験による単軸圧縮応力－ひずみ関係を用い

て各パラメータの同定を既に行っている 6),8)。本

研究でも，これらの過去の知見を利用して PBL
の耐荷性に関する SPH 法を用いた解析を実施

した。 
 モルタルと鋼材の単軸応力時の応力－ひずみ

関係を図－12 に示す。モルタルに関して，引張

領域では引張強度以降に軟化を仮定しており，

終局ひずみを引張破壊エネルギーと最大要素長

から 10000  と設定した。圧縮域では降伏強度

以降の応力増加は見込まず，静水圧の状況に応

じて終局ひずみ c
itlim を変化させることで圧縮

破壊を表現した。提案モデルの詳細は参考文献

9)を参照されたい。一方，鋼材の応力－ひず 

2J

 1I

kIJf  121 

cIIf 112 

cI1

k

0
tI1

t
t IIf 11 

（引張破壊面）

（せん断破壊面）

（圧縮破壊面）

 
図－11 修正 Drucker-Prager モデル 
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(b) 鋼材 

図－12 単軸応力時の応力－ひずみ関係 
 
み関係には，一般的な Von Mises の降伏条件を

仮定しており，バイリニア型の等方硬化則（初

期剛性の 1/100）を適用した。 
 
(3) 解析結果 
 自由端からの縁端距離による影響および実験

結果と比較するため，図－2 に示す Case1,2 に

おける荷重－鋼板変位の関係を比較したものを

図－13 に示す。さらに，ジベル孔の配列方向に

よる影響について比較するため，図－13 と同様

に実験と比較したものを図－14 に示す。 
まず図－13(a)について実験と解析で比較す

ると，最大荷重は実験と解析で約 3.2kN とほぼ

等しい値が得られていることが確認できる。最
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(a) Case1 
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(b) Case2 
図－13 自由端からの縁端距離による影響 

 
大荷重後の勾配を両者で比較すると，実験では

鋼板の変位が約 20mm で 2.5kN 減少している

のに対して解析では約 18mm で約 3kN 減少し

ているため，解析の方が荷重の減少勾配が大き

いことが分かる。この原因の 1 つとして、ジベ

ル孔がせん断破壊した後、ジベル孔内部のモル

タルと母材側のモルタルの摩擦条件が解析と実

験で異なっていることが挙げられる。次に，図

－13(b)について実験と解析で比較すると，最大

荷重までの立ち上がりの荷重勾配は両者で概ね

近い結果が得られている。しかし，実験では 2
章で述べたように有孔鋼板の傾きや偏心の影響

により異なる結果が得られているため，実験を

再度検討し，比較する必要がある。また，図－

13でCase1とCase2の解析結果を比較すると，

最大荷重がほぼ等しいのに対して，最大荷重ま

での荷重勾配が顕著に異なっていることが確認

できる。これは，有孔鋼板を押抜く際に Case2
では有孔鋼板の重心から遠いことが原因として

考えられる。さらに，最大荷重後の荷重勾配を

両者で比較すると，Case2 は Case1 に比べて十

分に周辺のコンクリートが存在していないため，

荷重の減少がCase1に比べて大きい結果になっ

たと思われる。 
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(a) Case3 
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(b) Case4 
図－14 ジベル孔の配列方向による影響 
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図－15 Case4 における各孔の主ひずみ分布 
 

 次に，ジベル孔の配列方向による影響につい

て実験と解析で比較した図－14 に関して考察

する。(a)について両者で比較すると，最大荷重

は解析の方が実験に比べて約 1.3 倍大きいが， 
最大荷重後に荷重が一旦急激に低下する傾向は

両者で一致していることが分かる。最大荷重時

の有孔鋼板の変位量が実験と解析で異なってい

るが，これは解析では粒子の離散化問題により，

有孔鋼板粒子とジベル孔内部のモルタル粒子間

およびジベル孔内部のモルタル粒子とジベル孔

以外のモルタル粒子間でギャップが存在してい
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ることが影響しているものと思われる。一方で

(b)についても実験と解析で比較すると，(a)と同

様に最大荷重は実験に比べて解析の方が大きい

結果が得られた。しかし，最大荷重後の荷重の

減少勾配について，実験・解析ともに鋼板の変

位が 23mm 程度で約 3kN 減少しており，両者

で概ね一致していることが確認できる。最後に，

図－14(a)と(b)で解析結果について比較すると， 
ジベル孔を載荷方向に対して並列に配置した

Case3 は載荷方向に対してジベル孔を直列に 3
段配置したCase4に比べて最大荷重が大きいと

ともに，最大荷重後の荷重の減少度合いも大き

いことが明らかである。ここで、Case4 におけ

るモルタルの最大主ひずみ分布を図－15 に示

す。この図中にはひび割れが想定される領域を

ピンク色で表示しており、飛散した粒子も存在

している。Case3 ではジベル孔のせん断破壊が

ほぼ同時に起きるのに対して，この図からも分

かるようにCase4では各ジベルに作用する荷重

が異なるためにせん断破壊が生じる時間も異な

ることが想定できる。よって、Case3 と Case4
で異なる耐荷性能が得られたものと思われる。 
 
４．おわりに 
本研究で得られた成果を以下に示す。 

(1) ジベル孔の自由端からの縁端距離に関する 
実験では，自由端からの縁端距離が近いケー 
スでは有孔鋼板が偏心することから実験結 
果が安定しないため，今後再検討が必要であ 
る。 

(2) 載荷方向に対するジベル孔の配列方向によ 
る影響に関する実験では，最大荷重に違いは 
見られなかったのに対し，最大荷重後の荷重 
の減少傾向は載荷方向に対して縦に配列さ 
せたケースの方が横に配列させたケースよ 
りもなだらかであることが認められた。 

(3) 密度と時間増分を増加させる簡易な方法に 
より，時間短縮を考慮した SPH 法による疑 
似静的極限解析の妥当性について確認した。 

(4) SPH 法によるジベル孔の自由端からの縁端 
距離の影響について，最大荷重への影響は小 
さいのに対して，最大荷重までの立ち上がり 
剛性には大きな違いが見られた。実験と解析 
で比較すると，ジベル孔が中心に存在するケ 
ースでは実験の最大荷重を良好に評価でき 
ていることを確認した。 

(5) SPH 法による載荷方向に対するジベル孔の 
配列方向の影響について，最大荷重は載荷方 
向に対して並列にジベル孔を配置したケー 
スの方が直列に配置したケースよりも約 1.2 

倍大きい結果が得られた。また最大荷重後の 
荷重勾配については，ジベル孔の破壊が生じ 
る時期が各孔で異なる直列に配置したケー 
スはジベル孔のせん断破壊が各孔で同時に 
生じる並列に配置したケースに比べてなだ 
らかであることが実験と同様に明らかとな 
った。実験と解析で比較すると，最大荷重に 
は両者で相違が見られたが，定性的な傾向は 
同様の結果が得られた。 

(6) ジベル孔がせん断破壊した後、せん断破壊 
したモルタルと母材側のモルタルとの摩擦 
状態に関する SPH 法による処理について今

後検討していく必要がある。 
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